
別添様式
総括表（その１）

府　省　名 経済産業省

廃止 民営化
官民競争入札等

の適用
他法人等への

移管・一体的実施
その他

特定事業執行型（検
査・審査）

生活安全分野

特定事業執行型（検
査・審査、情報発信）

化学物質管理分野

特定事業執行型（検
査・審査、情報発信）

バイオテクノロジー分
野

特定事業執行型（検
査・審査）

適合性認定分野

事務・事業の見直しに係る具体的措置

独  立  行  政  法  人  の  整  理  合  理  化  案

諸外国では国又は
国からの財政支援
を受けた公的機関
が実施しており、
我が国でも独立行
政法人（独法）発
足前の２００１年
３月までは国が自
ら実施していた。
事業の必要性につ
いては、随時見直
しを行ってきたと
ころであり、鉱山
保安法に基づく検
定関係業務や計量
標準物質の維持管
理業務など可能な
ものを既に廃止済
み。

諸外国では国又は
国からの財政支援
を受けた公的機関
が実施しており、
我が国でも独法発
足前の２００１年
３月までは国が自
ら実施していた。
なお、これまで
も、製品事故の原
因究明に当たって
利用する試験デー
タの取得、化管法
に係る届出データ
処理における受
付・電子化等の定
型処理、器具洗浄
等の付随的作業な
どの業務において
民間への積極的な
アウトソーシング
に努めてきたとこ
ろであるが、今後
とも、その更なる
推進に努める。

諸外国では国又は
国からの財政支援
を受けた公的機関
が実施しており、
我が国でも独法発
足前の２００１年
３月までは国が自
ら実施していた。
国民の安全・安心
を確保するための
技術基盤の整備で
あり、国と一体的
に又は国に代行し
て、継続性及び一
貫性を確保しつ
つ、公的機関が直
接実施する必要が
ある。

国民の安全・安心を確保する
ため、製品安全関係法令の実
施など生活安全の確保、化学
物質管理法令の実施に不可欠
な技術的支援、バイオテクノ
ロジー分野における技術基盤
整備、計量・標準分野におけ
る国の事務の代行などについ
て、一層の合理化を図りつ
つ、政策ニーズの高まりに的
確に応える。
例えば、生活安全分野につい
ては、製品安全四法の中核的
な実施機関として、製品事故
の情報収集・分析、専門的な
知見を生かした技術的な調査
を行うとともに、消費者に対
し迅速に情報提供を行うこと
によって、国民の安全・安心
の確保に大きく貢献している
ところであるが、累次にわた
る消費生活用製品安全法の改
正による業務の増加に対して
も、スリム化を進めつつ、一
層の業務の合理化や更なるア
ウトソーシングの推進に努め
ることにより、対応する。

　

事務・事業名法人名
組織の見直しに係る具体的措置

製品評価技術基盤機構

類型名（区分）



　 法人名 府省名

沿革

　

法定数 非常勤（実員）

３　人 ０　人 ４１６　人

　 平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

8,093 7,777 8,151

23 0 0

8,116 7,777 8,151

7,682 7,588 7,944

184 102 120

250 87 87

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 10,410 8,682 9,056

　

平成17年度 平成19年度（見込み） 平成20年度（見込み）

　 9,611 8,705 8,661

　

　

153

独立行政法人の整理合理化案様式

○ 効率化による経費の削減及び人件費の削減に関しては、業務費対前年度１％の削減、一般管理費対前年度４％の削減実
績を上げた。また、いち早く管理会計を導入した結果、各分野のコストの削減状況を的確に把握できる体制が整えられて
おり、バイオテクノロジー分野５．４％、化学物質管理分野４．１％、適合性認定分野１．５％のコスト削減など大幅な
経費の削減を行った。
○ 製品事故が続発し、国民の安全・安心な生活が脅かされ、緊急に対策活動を実施しなければならない中で、業務量の増
加に対応すべく、製品事故調査員制度の発足・活用（１３人）を始め、専門技術者（２７人）の確保など、外部機関との
協力・連携を行った。また、各部門ともアウトソーシングを積極的に推進しており、外部能力の活用、機動的な内部組織
の構築と人員配置を適切に行った。
○ 業務の電子化の推進（業務・システムの最適化）については、テレビ会議システムを導入し旅費等を節減した。
（NITE-LANシステムを利用したＴＶ会議システムを導入(１年間で移動時間9,470時間、旅費2,934万円の削減効果））。
○ 経済産業省独立行政法人評価委員会において、平成１４年度以降、毎年連続してＡ評価（法人の実績について、質・量
のどちらか一方において中期計画を超えて優れたパフォーマンスを実現。）の総合評価を受けているところ。

支出予算額の推移（17～20年度）
（単位：百万円）

利益剰余金（又は繰越欠損金の推移）
(17･18年度）（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

見直しに伴う行政サービス実施コストの改善内
容及び見込額（単位：百万円）

281

計

国からの財政
支出額の推移
（17～20年
度）
（単位：百万円）

行政サービス実施コストの推移（17～20年度）
（単位：百万円）

　うち運営費交付金

　うち施設整備費等補助金

　うちその他の補助金等

運営費交付金債務残高(17･18年度）
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

総括表（その２-１）

年度

一般会計

特別会計

製品評価技術基盤機構

商工省/通商産業省
輸出絹織物検査所 (S3設立)
輸出毛織物検査所 (S15設立)　　　　　　　　　　→　繊維製品検査所(S23設立)　　　　　通商産業省　　　　　　　経済産業省
試薬検査所(S23設立)　→　化学製品検査所(S26名称変更)　　　　　　　　　　　　　→　通商産業検査所　→　製品評価技術ｾﾝﾀｰ　→　(独)製品評価技術基盤機構
日用品検査所 (S23設立)　　　　　　　　　　　　　→　工業品検査所(S27設立)　　　　　　　　（S59設立）　　　　　　　　（H7改組）　　　　　　　　　(H13設立)（独法化）
機械器具検査所 (S23設立)　→　機械金属検査所(S26名称変更)

役員数

役職員数（監事を除く。）及び職員数
（平成19年1月1日現在）

経済産業省

常勤（実員）

9,421

平成18年度

9,086

平成18年度

897

0

職員数（実員）

7,626

120

116

7,862

３　人

平成18年度

7,841

21

発生要因

１７年度末においては、①消費税の還付金、②受託事業の経費で購入した資産に係る未償却益、③講習事業に係る剰余
が、１８年度末においては、②受託事業の経費で購入した資産に係る未償却益が発生している。
このうち、①の消費税の還付金については中期目標期間の終期（１８年度）に、１７年度以前に発生したものをまとめて
全て国庫納付している、③講習事業の剰余については、毎年の売上高（受講者数）の変動が最大約５倍と極めて大きく、
単年度毎に見れば、剰余金が発生することとなる年度が現れることは避けられないものの、法令上（電気工事士法）の受
講義務サイクル（５年に１度）全体で収支の均衡が図られている。なお、②は会計処理に伴い見かけ上発生するもので、
実質的に剰余金が発生している訳ではない。

見直し案 実質的な意味では剰余金が生じているとは言えない。

中期目標の達成状況（業務運営の効率化に関す
る事項等）（平成18年度実績）

ＩＴシステムの有効活用などの他、管理会計をいち早く導入するなどの対応措置を講ずることにより、コスト削減を実現
してきた（例えば、バイオテクノロジー分野５．４％、化学物質管理分野４．１％、適合性認定分野１．５％のコスト削
減など大幅な経費の削減）。今後の更なる上乗せ効果について現時点で見通すことは、必ずしも容易ではない。



北海道支所 北関東支所 中部支所

所在地
北海道札幌市北区北八条西２
－１－１　札幌第一合同庁舎

群馬県桐生市堤町３－７－４ 愛知県名古屋市中区三の丸２－
５－１　名古屋合同庁舎第２号
館

職員数 3 7 31

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）
8,151百万円の内数（-） 8,151百万円の内数（-） 8,151百万円の内数（-）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）
9,056百万円の内数（-） 9,056百万円の内数（-） 9,056百万円の内数（-）

中国支所 九州支所

広島県広島市中区上八丁堀６
－３０　広島合同庁舎第３号
館

福岡県福岡市南区塩原２－１
－２８

5 17

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

8,151百万円の内数（-） 8,151百万円の内数（-）

9,056百万円の内数（-） 9,056百万円の内数（-）

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務、バイオテクノロ
ジー分野業務

支部・事業所
等

8,151百万円の内数（-）

9,056百万円の内数（-）

支部・事業所等で行う事務・事
業名

支部・事業所等の名称

20年度
予算要
求額
（百万
円）

総括表（その２-２）

東北支所

宮城県仙台市宮城野区東仙台
４－５－１８

生活安全分野業務、適合性認定
分野業務

生活安全分野業務、適合性認
定分野業務

8,151百万円の内数（-）

7

8,151百万円の内数（-）

9,056百万円の内数（-） 9,056百万円の内数（-）

支部・事業所
等

北陸支所 四国支所

石川県金沢市西念３－４－１
金沢駅西合同庁舎

香川県高松市寿町１－３－２
高松第一生命ビルディング５
F

8 4



＜事務・事業関係＞

特定事業執行型
（検査・審査）

特定事業執行型
（検査・審査、情報発信）

特定事業執行型
（検査・審査、情報発信）

特定事業執行型
（検査・審査）

生活安全分野 化学物質管理分野 バイオテクノロジー分野 適合性認定分野

消費生活用製品安全法（消安
法）に基づく製品事故の原因
究明その他同法、電気用品安
全法など製品安全関係法令の
実施

化学物質データベースの整備
など化学物質管理法令（化学
物質審査規制法（化審法）、
化学物質排出把握管理促進法
（化管法）及び化学兵器禁止
法））の実施に不可欠な（国
に対する）技術的支援

微生物を中心とした生物遺伝
資源の収集・保存・提供（バ
イオリソースセンター（ＢＲ
Ｃ）事業）

工業標準化法及び計量法に基
づく事業者の登録等の国の事
務の代行

8,151百万円の内数（-） 同左 同左 同左

9,056百万円の内数（-） 同左 同左 同左

４１６名の内数 同左 同左 同左

同種の事業を行う実施主体は
存在しない。

同種の事業を行う実施主体は
存在しない。

同種の事業を行う実施主体は
存在しない。

同種の事業を行う実施主体は
存在しない。

諸外国では国が自ら実施して
いる。
国民生活の安全・安心の確保
に不可欠であり、本年度にお
いてもむしろ法律改正により
業務が拡充された。

諸外国では国が自ら実施して
いる。
化学物質による環境汚染防止
のための化学物質管理法令の
実施に不可欠である。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施している。
本事業なかりせば、今後、我
が国として新たに海外微生物
資源を入手することができな
くなり、また、これまで収
集、蓄積した生物遺伝資源が
散逸してしまうこととなり、
バイオ分野の研究開発が妨げ
られ、我が国の国際競争力が
低下する。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施している。
工業標準化法及び計量法に基
づく国の事務の代行である。

② 主要な事務・事業 主要な事務・事業 主要な事務・事業 主要な事務・事業

３３年（内容は随時変更） １１年（内容は随時変更） ７年（内容は随時変更） １４年（内容は随時変更）

製品安全関係法令の改正によ
り随時業務を見直している。
　最近では、平成１８年の消
安法改正により、業務を拡充
した。

化審法、化管法等の化学物質
管理法令の改正により随時業
務を見直している。
　最近では、平成１５年度の
化審法改正により業務を追加
している。

　カルタヘナ担保法の施行に
より、平成１６年度より業務
を追加している。

工業標準化法及び計量法の改
正により随時業務を見直して
いる。
　最近では、平成１６年度の
工業標準化法改正により認定
の対象分野を大幅に拡大し
た。

④

製品事故の未然・再発を防止
し、国民生活の安全・安心を
確保することが「経済財政改
革の基本方針2007」に位置づ
けられている。

国民生活の安全・安心の確保
を目的とした化学物質による
環境汚染防止等のための化審
法等の法律の実施に不可欠な
技術的支援である。

国の科学技術連携施策群の中
のポストゲノム戦略重点科学
技術に位置づけられている。

工業標準化法等の法令に基づ
く国の事務の代行である。

事務・事業に係る定員（19年度）

国の重点施策との整合性

事務・事業の概要

Ⅰ．横断的視点

該当類型

１．事務・事業及び組織の見直し

事務・事業名

国からの財政支出
（対19年度当初予算増減額）

事務・事業に
係る20年度予
算要求額

支出予算額
（対19年度当初予算増減額）

事業開始からの継続年数

①
廃止すると生じる問題の内容、

程度、国民生活への影響

民間主体による実施状況
（同種の事業を行う民間主体のｺｽﾄ、人員等）

事務・事業の位置づけ
（主要な事務・事業との関連）

（１）
事務・事業
のゼロベース
での見直し

これまでの見直し内容

③



製品事故を未然・再発防止
し、国民生活の安全・安心を
確保するための法執行の一環
であり、受益者は国民一般で
ある。

化学物質による環境汚染を防
止し、必要な規制等を行う法
の実施に不可欠な国に対する
技術的支援であり、受益者は
国民一般である。

バイオ分野における海外に見
劣りしない我が国研究開発環
境の整備として不可欠であ
り、受益者は国民一般であ
る。

工業標準化法等に対する国民
の信頼性を確保し、国民生活
や経済活動の基礎的インフラ
を整備するものであり、受益
者は国民一般である。

本事業は、国民生活の安全・
安心を確保するための法執行
の一環であり、基本的には国
費に依存している。ただし、
講習関係事業については、全
て受講者からの手数料収入の
みで賄っている。

本事業は、化学物質による環
境汚染の防止のため必要な法
律に基づく規制に不可欠であ
り、国費に依存している。

研究開発のためのインフラ整
備であるため、基本的に国費
に依存しているものの、微生
物の分譲費用については手数
料を徴収している。

国際相互承認の維持等の国際
活動、審査システム等の維持
については国費に依存してい
るものの、校正機関等を認定
するために必要な審査等の費
用については、校正機関等か
ら手数料を徴収している。

　 ② 別紙１に記載 別紙１に記載 別紙１に記載 別紙１に記載

③

欧米諸国では、製品事故情報
の収集、提供、事故原因究明
などの生活安全の確保のため
の事業は、国が自ら実施して
いる。（米CPSC、独BAuA
等。）

欧米諸国では、化学物質の安
全性の評価、そのためのデー
タベースの整備などの事業
は、国が自ら実施している。
（米OPPT、欧州連合ECB
等。）

欧米諸国では、バイオテクノ
ロジー分野における技術基盤
たる生物遺伝資源の収集・保
存・提供の事業（バイオリ
ソースセンター事業）は、国
又は国からの財政支援を受け
た公的機関が実施している。
（米ATCC、英CABI等。）

欧米諸国では、計量・標準分
野における校正機関の認定等
は、国又は国からの財政支援
を受けた公的機関が実施して
いる。（米NVLAP、英UKAS
等。）

④

ガス給湯器によるＣＯ中毒事
故等を始め製品事故の処理件
数が飛躍的に増加したにもか
かわらず、効率的な人員配
置、外部調査員制度の整備等
により、コスト増を抑制して
いる。なお、プレスリリース
など国民に対する情報発信の
きめ細かな実施により、国民
生活の安全・安心の確保に貢
献している。

化審法の新規・既存化学物質
審査の業務量が増加している
にもかかわらず、効率的な外
注の実施、専門知識を有する
外部人材の活用等により、コ
スト削減を実現している。

アジア諸国との二国間協力体
制を構築し、内外から目標を
上回る微生物を収集したにも
かかわらず、解析データの一
括管理、遺伝子予測の準備作
業の自動化等により、コスト
削減を実現している。

認定件数が年々着実に増加し
ているにもかかわらず、複数
の認定プログラムでの審査員
多能化のほか、技能試験のア
ウトソーシングの推進によ
り、コスト削減を実現してい
る。

事業の継続が不可欠 事業の継続が不可欠 事業の継続が不可欠 事業の継続が不可欠

財政支出に見合う効果
（効果が得られているか、その根拠）

財政支出への依存度
（国費／事業費）

これまでの指摘に対応する措置

諸外国における公的主体による　実
施状況

受益と負担との関係
（受益者・負担者の関係、両者の関係）

①

事務・事業が真に不可欠かどうかの評価



更に見直す余地はない 更に見直す余地はない 更に見直す余地はない 更に見直す余地はない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

－ － － －

否 否 否 否

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

否

諸外国では国が実施してお
り、我が国でも独法発足前の
２００１年３月までは国が自
ら実施していた。
いかなる企業の製品について
も公正中立な立場から事故の
原因究明を行い、企業名、製
品名を特定した上で、その問
題点を公の場で指摘すること
ができる機関は、民間も含め
存在しない。また、継続性の
確保が不可欠な公共性の高い
事業である。受益者は国民一
般であり、対価収受可能性も
なく、事業性はない。ただ
し、原因究明に当たって利用
する試験データの取得等につ
いては民間へ積極的にアウト
ソーシングしている。また、
製品安全に係る事故情報調査
を支援する調査員制度を創設
し、外部民間能力の活用が図
られており、今後も、更なる
アウトソーシングの推進に努
める。

諸外国では国が実施してお
り、我が国でも独法発足前の
２００１年３月までは国が自
ら実施していた。
国民一般を受益者とした法の
実施に不可欠な業務であり、
また、継続性の確保が不可欠
な公共性の高い事業である。
対価収受可能性もなく、事業
性はない。ただし、化管法に
係る届出データ処理における
受付・電子化等の定型処理に
ついては、民間へ積極的にア
ウトソーシングしている。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施しており、我が国でも独法
発足前の２００１年３月まで
は国が自ら実施していた。
本事業の実施には、生物多様
性条約に基づく政府間取決め
に準じたＭＯＵの締結が不可
欠であり、民間では実施し得
ない。また、継続性の確保が
不可欠な公共性の高い事業で
ある。対価収受可能性もな
く、事業性はない。ただし、
器具洗浄等の付随的作業につ
いては、民間へ積極的にアウ
トソーシングしている。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施しており、我が国でも独法
発足前の２００１年３月まで
は国が自ら実施していた。
現在でも、法律に基づく国の
事務の代行として行ってい
る。また、継続性の確保が不
可欠な公共性の高い事業であ
る。ただし、技能試験につい
ては、民間へ積極的にアウト
ソーシングを推進している。
また、認定業務に係る外部審
査員の拡大等、外部民間能力
の活用が図られている。

a施設の管理・運営

　 　

否 否 否 否

入札種別（官民競争／民間競
争）

－ － － －

入札実施予定時期 － － － －

事業開始予定時期 － － － －

契約期間 － － － －

理由

事務・事業の見直し案（具体的措置）

民営化の可否

（２）
事務・事業の
民営化の検討

行政サービス実施コストに与える影響
（改善に資する事項）

民営化しない理由

可

官民競争入札等の実施の可否

可

事業性の有無とその理由

民営化を前提とした規制の可能性・
内容

民営化に向けた措置

民営化の時期

該当する対象事業
a施設の管理・運営,b研修、c.国家試

験等、d相談、e広報・普及啓発
a施設の管理・運営,b研修、c.国家試

験等、d相談、e広報・普及啓発
a施設の管理・運営,b研修、c.国家試

験等、d相談、e広報・普及啓発
a施設の管理・運営,b研修、c.国家試

験等、d相談、e広報・普及啓発

○f検査検定、g徴収、hその他 ○f検査検定、g徴収、○hその他 ○f検査検定、g徴収、○hその他 ○f検査検定、g徴収、hその他



否 導入しない理由

諸外国では国が実施してお
り、我が国でも独法発足前の
２００１年３月までは国が自
ら実施していた。
いかなる企業の製品について
も公正中立な立場から事故の
原因究明を行い、企業名、製
品名を特定した上でその問題
点を公の場で指摘することが
できる機関は、民間も含め存
在しない。また、継続性の確
保が不可欠な公共性の高い事
業である。受益者は国民一般
であり、対価収受可能性もな
く事業性はない。

諸外国では国が実施してお
り、我が国でも独法発足前の
２００１年３月までは国が自
ら実施していた。
国民一般を受益者とした法の
実施に不可欠な業務であり、
また、継続性の確保が不可欠
な公共性の高い事業である。
対価収受可能性もなく、事業
性はない。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施しており、我が国でも独法
発足前の２００１年３月まで
は国が自ら実施していた。
本事業の実施には、生物多様
性条約に基づく政府間取決め
に準じたＭＯＵの締結が不可
欠であり民間では実施し得な
い。また、継続性の確保が不
可欠な公共性の高い事業であ
る。対価収受可能性もなく事
業性はない。

諸外国では国又は国からの財
政支援を受けた公的機関が実
施しており、我が国でも独法
発足前の２００１年３月まで
は国が自ら実施していた。
現在でも、法律に基づく国の
事務の代行として行ってい
る。また、継続性の確保が不
可欠な公共性の高い事業であ
る。

（３）
官民競争入札
等の積極的な

適用

今
後
の
対
応



生活安全分野 化学物質管理分野 バイオテクノロジー分野 適合性認定分野

否 否 否 否

移管先 － － － －

内容 － － － －

理由 － － － －

　 否 移管しない理由

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、事業の移管に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、事業の移管に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、事業の移管に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、事業の移管に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

否 否 否 否

一体的に実施する法人等 － － － －

内容 － － － －

理由 － － － －

　 否 一体的実施を行わない理由

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、一体的実施に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、一体的実施に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、一体的実施に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

同種の業務を行い、又は同種
の能力を有し、一体的実施に
よる効率化が見込まれる法人
はない。

　

移
管

可

一体的実施の可否

一
体
的
実
施

可

移管の可否

（４）
他の法人への
移管・一体的

実施

対象となる事務・事業の内容



＜組織関係＞ 　 　

２．運営の徹底した効率化

役職員の給与等の対国家公務員指数
（在職地域、学歴構成、在職地域・
学歴構成によるラスパイレス指数）

人件費総額の削減状況

現状（平成19年４月１日現在）

効率化目標の設定の
内容・設定時期

理由

ＮＩＴＥは人員削減方式を採用しており、平成１８年度は前年度比１．８９％の人員削減率となっている。

104.6

②一般管理
費、業務費

等

非公務員化の可否

理由

③民間委託による経費節減の取組内容

④情報通信技術による業務運営の効率化
の状況

否

（５）
特定独立

行政法人関係

（６）
組織面の見直

し

国家公務員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の純減）及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた人件費削
減の取組を行っているところ。情報公開も図られている。

平成１８年度の効率化による経費の削減及び人件費の削減については、業務経費対前年度１％の削減、一般管理費対前年
度４％の削減実績。

平成１８年度からの第２期中期目標期間において、a)業務経費について、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上
で、第２期中期目標の期間中、平均で前年度比１％以上の削減を行うとともに、b)一般管理費については、第２期中期目
標期間中、毎年度、平均で前年度比３％以上の削減を目標としている。

「機構の事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」において示された外部委託の取り組みを含め、アウトソーシング等
による効率化を進めているところ。具体的には、講習業務に係る作業、化管法に基づく定型的作業、器具の洗浄・滅菌作
業、技能試験の運営に係る業務などの経費節減に取り組んだほか、製品安全に係る事故情報調査を支援する外部調査員制
度の創設、認定業務に係る外部審査員の拡大等、外部民間能力の活用が図られている。
　累次にわたる消費生活用製品安全法の改正による業務の増加に対してもスリム化を進めつつ、一層の業務の合理化やア
ウトソーシングにより対応。

（１）
可能な限りの
効率化の徹底

１．平成１６年度に行われた第１期中期目標期間終了時の組織・業務見直しにおいて、平成１６年１０月１３日に開催さ
れた独立行政法人に関する有識者会議での議論を経て、ＮＩＴＥについては特定独立行政法人であることが妥当であると
され、その旨平成１６年１２月２４日の行政改革推進本部で決定されたところである。
２．１．の決定に当たって考慮された事情、例えば、外国政府を相手方とする業務、国際スキームの下で行う業務は、Ｎ
ＩＴＥが特定独立行政法人であることを相手方に評価されたが故に成り立っている、等の事情については、その後、変更
はない。

特段なし。

製品事故の原因究明など本機構の事業に対する社会的ニーズが高まり、業務量が大幅に増えている中で、例えば、数次に
わたる法律改正による業務の追加などに対しても、スリム化を進めつつ、一層の業務の合理化を努めることにより、対応
する。これまでも鉱山保安法に基づく検定関係業務や計量標準物質の維持管理業務を廃止するなど随時業務の見直しを行
い、合理化に努めてきた。

第２期中期目標･計画に基づく業務･システム最適化計画の策定・公表に向け、既に見直し方針は策定済。また、ＮＩＴＥ
の全拠点接続用ＴＶ会議システムやIP電話を導入し、業務運営の効率化を図っている。

①給与水準、人件費の情報公開の状況

見直し案
（廃止、民営化、体制の再編・整備等）



（財）電気工事技術講習
センター

全日本電気工事業工業組合連合会 合計

113,830,362 166,705,820 280,536,182

4,314,306(4) 51,450(0) 4,365,756(2)

0 0 0

新菱冷熱工業㈱ （株）池田理化 （株）チヨダサイエンス 合計

177,450,000 125,433,000 117,451,000 以下、別紙に記載

0(0) 11,911,000(9) 3,114,000(3)

0 0 0

（３）
随意契約
の見直し
（４）
保有資産
の見直し

（２）独立行
政法人の資金
の流れ等に関
する情報公開

情報公開の現状

見直しの方向

契約額

うち随意契約額（％）

貸借対照表、損益計算書その他の財務に関する書類の内容をホームページ上で情報公開
  

情報公開が適切に行われており、見直しの必要は無いと考える。

名称

関
連
法
人

関
連
法
人
以
外
の
契
約
締
結
先

当該法人への再就職者（随契の相手
方で同一所管に属する公益法人に在
職している役員の人数）

当該法人への再就職者（役員の氏名
及び当該役員の独立行政法人におけ
る最終職名）

契約額

名称

うち随意契約額（％）

別紙３に記載

別紙２「独立行政法人における随意契約の見直しについて（依頼）」（平成19年８月10日付け行政改革推進本部事務局・総務省行政管理局事務連絡）に記載



３．自主性・自律性確保

（４）
管理会計を
活用した
運営の
自立化・
効率化・
透明化

管理会計の活用状況とその効果

今後の取組方針

管理会計をいち早く取り入れ、財務会計データを的確に把握した上で、平成１４年度から財務諸表の付属明細書として主
要な業務毎のセグメント情報をホームページ上で公表し、透明性を高めている。また、これらのセグメント情報を整理
し、公表することで、一層の効率化に資することとしている。

管理会計を活用した業務運営の先駆者として、今後とも情報の開示、効率化の取り組みを継続する。

（２）
国民による
意見の活用

現状

今後の取組方針

（３）
業務運営
の体制整備

現状（内部統制に係る組織の設置状況、
職員に対する研修の実施状況）

今後の取組方針

プロジェクトごとの収支管理の実施状況
プロジェクト毎の予算執行状況を的確に管理・把握しているほか、財務会計データを活用し、プロジェクト毎の人件費、
減価償却費等を含めた毎年度のコストを算出・把握し、一層の効率化に資することとしている。

（１）
中期目標
の明確化

現状

今後の取組方針 中期目標の設定に当たっては、今後とも引き続き、適切な評価が可能なものとなるよう努めて参りたい。

今後とも、広く国民の意見を吸い上げるための努力を継続して参りたい。

ＮＩＴＥの内部統制については、監事、監査法人、監査室がそれぞれチェック機能を担い、法定監査である会計監査人監
査と監事監査に内部監査を加えた三様監査を平成１８年度４回開催し、それぞれの監査主体が意見交換、情報交換等を行
うことで効果的な監査を実施している。また、情報セキュリティ対策検討会を設置し、対策の目的、対象範囲など情報セ
キュリティに対する組織としての基本的な考え方を示した情報セキュリティ基本方針を策定し、実施している。
また、役職員に対し、リスクマネジメントセミナー、情報セキュリティ研修を開催している。

ＮＩＴＥの運営、中期目標の達成状況については、ＮＩＴＥのホームページにおいて、情報公開の一環として公開してお
り、広く国民の意見を吸い上げる仕組みを構築している。また、経済産業省のホームページにおいても、独立行政法人評
価委員会の議事録等も公開している。

ＮＩＴＥの中期目標については、各事業についての法令上の根拠、事業の目的を明らかにし、本事業の政策的位置付けを
明確にしつつ、数値目標などを示すことにより、具体的な目標を設定しているところ。

今後とも着実に実施する。



金額

0

193,897千円

0

0

424,270千円

618,167千円

最近改善した例

今後改善を予定している点

自己収入の内容（平成１８年度実績）

（５）
自己収入の
増大等による
財源措置

見直し案

知的財産権

その他

計

共同研究資金

工業標準化法関係手数料、計量法関係手数料、依頼検査手数料、微生物等分譲収入、その他収入

　　　　件数　　　　　０

講習関係業務収入

寄付金

利用料

　　　　件数　　　　　０　　　　　　種類

情報公開相談室にて情報公開法に基づく法人文書開示を行っている外、ホームページにおいて、法令においては求められ
ていない役職員、業務、財務、評価等についての情報も自主的に公開しているところ。また、最近では、新聞広告連動型
イベント、記者ブリーフィング、広報誌等各種媒体を活用した情報発信機能を強化させ、国民への業務の理解浸透に努め
ている。

独法移行当初から、利用料（手数料）については、順次増大を図ってきており、引き続き自己収入の確保を図る。
　［実績 ： 平成１３年度　１３，９１４千円　→　平成１８年度　１９３，８９７千円］

財源

　　　　件数　　　　　０

その他

（６）情報公開の取組状況

第２期中期目標･計画に基づく業務･システム最適化計画に基づき、情報検索の迅速化、操作性向上等情報公開システムの
一層の改善を図る。



（別紙１）

府省名 経済産業省

内容（指摘を受けた年度） 指摘主体 番号 内容（対応年度）

平成１６年度
計量法に基づく特定標準物質の維持・管
理業務を廃止
（１６）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

①
計量法に基づく特定標準物質の維持及び管理業
務の廃止
（１７）

平成１６年度

①人間特性計測データの更新業務の一括
外部委託化
②講習業務の地域別実施計画策定を含め
た民間委託化
③化学物質排出把握管理促進法関連業務
の外部委託の促進
④生物遺伝資源の収集・保存・提供等業
務の外部委託の促進
⑤認定業務における技能試験の一括外部
委託化
⑥支所業務の見直し
（１６）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

①、
②

①人体特性計測データについては、指摘後、
更新は行われていない。今後、更新が行われ
る際には、業務の外部委託化を図りたい。
②講習業務について、地域別実施計画策定を
含めた民間委託化を実施済み。
③化学物質排出把握管理促進法に係る届出
データ処理について、受付・電子化等の定型
処理の一括外注化を実施済み。
④生物遺伝資源の収集・保存・提供等業務に
おける器具洗浄等の付随的作業について、一
括外注化を実施済み。
⑤認定業務における技能試験について、一部
分野では外部委託化を実施済み。また、受託
し得る外部事業者が存在しない分野について
は、ＮＩＴＥが自ら資金を負担し、外部事業
者における能力向上の取組みに協力してい
る。
⑥支所の運用及び職員の配置については、累
次にわたって見直しを行い、最小限度の配置
としてきたところである。平成１８年には消
費生活用製品安全法が改正され、ＮＩＴＥの
業務が増加したが、経済産業局をはじめ地域
の関係機関等と連携して、製品事故に関する
情報の収集・調査を的確に行う体制を確保し
ている。
（１８）

　 ２．これまでの主な指摘には、行政減量・効率化有識者会議、政策評価・独立行政法人評価委員会等による指摘内容を簡潔に記載してください。
　　　なお、別紙1-2「「勧告の方向性」における指摘事項の措置状況（平成19年8月現在）」に記載の指摘事項はすべて記載してください。

措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置）

第１横断的視点

（１）事務・事業のゼロベースでの見直し　②これまでの指摘に対応する措置

１．事務・事業及び組織の見直し

注１．見直し実施年度には中期目標終了時の見直しを実施した年度を記載してください。

これまでの主な指摘
法人名

製品評価技術基盤
機構

見直し実施年度事務・事業名事業類型（区分）



（単位：千円）

8,151

374

同上

同法人の業務全般

独立行政法人の整理合理化案様式
3.資産債務型

法人名 製品評価技術基盤機構 府省名 経済産業省

　実物資産については、別紙に記入。
　

資産との関連を有する事務・事業
の名称

資産の具体的内容、見直しの具体
的措置内容・理由等

資産との関連を有する事務・事業
の内容

国からの財政支出額（百万円）

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額 374

支出予算額 9,056



 府省名： 経済産業省   独立行政法人名： 独)製品評価技術基盤機構

区分

1 本所 2 東京都渋谷区西原２－４９－１０ 1 1 12,636 3,212

2 バイオテクノロジー本部 3 千葉県木更津市かずさ鎌足２－５－８ 1 7 24,600 5,113

3 生活・福祉技術センター 3 大阪府大阪市中央区大手前４－１－６７　大阪合同庁舎第２号館別館 3 2 10,801 1,044

（認定センター　近畿認定事務所） (注)農水系独法

4 北海道支所 3 北海道札幌市北区北八条西２－１－１　札幌第一合同庁舎 3 2 11,650 3,691

(注)刊行物センター

5 東北支所 3 宮城県仙台市宮城野区東仙台４－５－１８ 1 1 2,499 576

6 北関東支所 3 群馬県桐生市堤町３－７－４ 1 1 2,895 909

7 中部支所 3 愛知県名古屋市中区三の丸２－５－１　名古屋合同庁舎第２号館 3 2 6,194 2,248

（認定センター　中部認定事務所） 3 愛知県名古屋市中区三の丸２－５－２　中部経済産業局総合庁舎 1 2 5,869 2,715

(注)２号館：刊行物センター

8 北陸支所 3 石川県金沢市西念３－４－１　 金沢駅西合同庁舎 1 2 13,801 2,035

9 中国支所 3 広島県広島市中区上八丁堀６－３０　広島合同庁舎第３号館 2 2 34,193 1,456

(注)工業所有権情報館

10 四国支所 3
香川県高松市寿町１－３－２　高松第一生命ビル
ディング５F

1 7 923 7,707

　　　

11 九州支所 3 福岡県福岡市南区塩原２－１－２８ 1 1 1,623 937

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積

(㎡)
建面積
(㎡)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率 容積率

（％） （％）

1 14,799 2001 1985 6 22 50 地上6階地下１階 第二種中高層住宅専用地域 60 200 59

2 10,646 2003 2002 4 5 50 3階 準工業地域 60 200 22

3 3,317 1969 38 50 ７階 商業地域 80 800 15

4 125 1989 18 50 地下2階地上18階 商業地域 80 700 1

5 1,110 1967 40 50 2階  第一種住宅地域第二種住宅地域 60 200 22

6 1,315 1996 1981 11 26 50 2階 第一種住居地域 60 200 23

7 798 1967 40 50 地上８階地下２階 第二種住宅地域 60 400 6

682 1960 47 50 地上４階地下１階 第二種住宅地域 60 400 6

8 1,024 2003 1991 3 15 50 地下１階地上９階 商業地域 80 400 4

9 131 1972 35 50 地下１階地上４階 商業 80 400 0

10 109 1958 49 30 地下１階地上９階 商業地域 79.7 835 6

11 2,488 1977 1968 30 39 50 ３階 準工業地域 60 200 77

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

延面積
(㎡)

耐用年数No.
法     規     制

利用率階層



[備考]A:生活安全分野業務、B:ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ分野業務、C:化学物質管理分野業務、D:適合性認定分野業務

計 土地 建物 その他

1 なし 8,588 5,410 3,064 114 520 1/9 1（A,B,C,D業務） JICA研修センター

2 千葉県からの借地、緑地率に係る取極め有り 6,006 - 5,711 295 なし 1/9 1（B業務） なし

3 なし 198 - 198 - 550 1/9 1（A,D業務） なし ａ

4 なし 2 - 2 - 440 1/9 1（A,D業務） なし ｄ

5 仙台市都市計画道路整備事業の予定有り 376 235 139 2 59 1/9 1（A,B,D業務） 関東東北産業保安監督部東北支部機材保管庫

6 なし 271 136 127 8 56 1/9 1（A,D業務） なし ａ

7 なし 6 - 6 - 215 1/9 1（A,D業務） 名古屋市役所・愛知県庁 ｄ

なし 名古屋市役所・愛知県庁 ｃ

8 なし 15 - 15 - 140 1/9 1（A,D業務） 金沢駅西保健センター ｄ

9 なし 2 - 2 - 330 1/9 1（A,D業務） なし ｄ

10 なし - - - - 370 1/9 1（A,D業務） なし

11 なし 469 338 130 1 125 1/9 1（A,D業務） 九州電力㈱総合研究所,日本電気計器検定所（ＪＥＭＩＣ）

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)

No. 合   築   等
B / S  価  格 (百万円)

耐震
正面路線
価(千円)

用途 保有目的 隣  接  庁  舎  名



法人名 府省名

No. 1 施設名 用  途

法人名 府省名

No. 2 施設名 用  途

法人名 府省名

No. 5 施設名 用  途

法人名 府省名

No. 6 施設名 用  途

法人名 府省名

No. 11 施設名 用  途 １（事務所）、９ (試験・分析施設)

 （独) 製品評価技術基盤機構

北関東支所

 （独) 製品評価技術基盤機構

九州支所

経済産業省

○  自らの保有が必要不可欠な理由
① 製品安全関連業務として発火事故原因究明等のための燃焼実験設備、登山用ロープ試験設備等を有しているが、これらの設備を設置できるような耐荷重性を有し、安全性の確保、騒音・振動の
防止などの観点から求められる特殊仕様を満たす施設で、賃貸可能なものは存在しない。（仮に現在の機能を有する設備を新たに建造すると、土地代を含めずとも約5.8億円かかる。）
② さらに、仮に移転するとしても、燃焼実験設備なども設置される所謂迷惑施設であり、賃貸用物件が新設される場合を含め、周辺近隣住民への説明・調整等に相当の期間、コストを要する。
③ また、特に製品事故情報の収集など製品安全関連業務については、警察、消防等関係機関との密接な連携・調整が不可欠である。
④ なお、敷地面積は1,000㎡超、試験棟は築１１年に過ぎず、本事務所は築２６年であるものの維持補修に努めてきた結果当面利用に支障はない。

 （独) 製品評価技術基盤機構 経済産業省

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

経済産業省 （独) 製品評価技術基盤機構

本所 １（事務所）、９ (試験・分析施設)
○  自らの保有が必要不可欠な理由
① 建物内部には製品安全試験・分析装置を設置することが必要であり、高い耐荷重性を要する。また、試薬、未知の菌株の取扱い等のための設備の設置も必要である。このような特殊仕様を満た
す施設で、賃貸可能なものは存在しない。（仮に現在の機能を有する建物を新たに建造すると、土地代を含めずとも５０億円かかり、それに加えて移転費用５億円、解体費用５億円等が必要とな
る。これらには、周辺近隣住民との調整等に要するコストは含まれていない。）
② さらに、仮に移転するとしても、試薬、未知の菌株の取扱いなども行う所謂迷惑施設であり、賃貸用物件が新設される場合を含め、周辺近隣住民への説明・調整等に相当の期間、コストを要す
る。
③ また、特に製品事故情報の収集など製品安全関連業務については、警察、消防等関係機関との密接な連携・調整が不可欠であり、立地地点の選択においても、ある程度参考にせざるをえない。
④ なお、敷地面積は1,000㎡超、土地の利用度は法定容積率の５割超で、建物も本館築２２年、別館６年に過ぎない。

バイオテクノロジー本部 １（事務所）、９ (保存・分析施設)

１（事務所）、９ (保存・試験・分析施設)

経済産業省 （独) 製品評価技術基盤機構

○  自らの保有が必要不可欠な理由
① 製品安全関連業務として機械的特性を試験する大型設備を有しているが、これら設備を設置できるような耐荷重性を有し、安全性の確保、騒音・振動の防止などの観点から求められる特殊仕様
を満たす施設で、賃貸可能なものは存在しない。（仮に現在の機能を有する設備を新たに建造すると、土地代を含めなくとも約9.1億円かかる。）
② さらに、仮に移転するとしても、大型試験設備なども設置される所謂迷惑施設であり、賃貸用物件が新設される場合を含め、周辺近隣住民への説明・調整等に相当の期間、コストを要する。
③ また、特に製品事故情報の収集など製品安全関連業務については、警察、消防等関係機関との密接な連携・調整が不可欠である。
④ なお、敷地面積は1,000㎡超、建物は築３０年であるものの維持補修に努めてきた結果当面利用に支障はない。

１（事務所）、９ (試験・分析施設)

○  自らの保有が必要不可欠な理由
① バイオ関連業務の実施のため、ＨＩＶ（エイズ・ウィルス）、炭疽菌なども取扱い可能なレベルの特殊仕様（レベル３）の建物であり、このような特殊仕様を満たす施設で、賃貸可能なのもの
は存在しない。（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく国への届出が必要。）
なお、土地は千葉県が保有しており、同県がバイオ関連施設を政策的に誘致している地域（かずさアカデミア・パーク）の中にあり、他の研究所とのシナジー効果等も期待できる。建物は、科学
技術振興の観点から補正予算により5年前（1号館）から4年前（2号館）に計100億円を投じて建設したものである。
② 仮に移転するとしても、所謂迷惑施設であり、賃貸用物件が新設される場合を含め、周辺近隣住民への説明・調整等に相当の期間、コストを要する。
③ なお、敷地面積は1,000㎡超である。

東北支所
○  自らの保有が必要不可欠な理由
① 生物遺伝資源のバックアップの保存のための高圧ガス（液体窒素）の使用などが不可欠であり、安全性（堅牢性）、耐荷重性などの面で必要な特殊仕様を満たす施設で、賃貸可能なものは存在
しない。（仮に現在の機能を有する施設を新たに建造すると、土地代を含めずとも約4.3億円かかる。これらには、周辺近隣住民との調整等に要するコストは含まれていない。）
② さらに、仮に移転するとしても、生物遺伝資源（微生物）、高圧ガスなどの取扱いなども行う所謂迷惑施設であり、賃貸用物件が新設される場合を含め、周辺近隣住民への説明・調整等に相当
の期間、コストを要する。
③ また、特に製品事故情報の収集など製品安全関連業務については、警察、消防等関係機関との密接な連携・調整が不可欠である。
④ なお、敷地面積は1,000㎡超、建物も築４０年ではあるものの維持補修に努めてきた結果当面利用に支障はない。

経済産業省



法人名 府省名

○  金融資産の内訳(18年3月31日時点、B/S価額)

A 合  計 : 2,409 百万円 内  貸付金 : 0 百万円

内  割賦債権 : 0 百万円

B 現金及び預金 : 2,019 百万円

C 有価証券 : 0 百万円

D 受取手形 : 0 百万円 内  貸付金 : 0 百万円

E 売掛金 : 390 百万円 内  割賦債権 : 0 百万円

F 投資有価証券 : 0 百万円

G 関係会社① : 0 百万円 ･･･ 関係会社株式

H 関係会社② : 0 百万円 ･･･ その他の関係会社有価証券

I 長期貸付金① : 0 百万円 ･･･ J・K以外の長期貸付金

J 長期貸付金② : 0 百万円 ･･･ 役員又は職員に対するもの

K 長期貸付金③ : 0 百万円 ･･･ 関係法人に対するもの

L 破綻債権等 : 0 百万円 内  貸付金 : 0 百万円

内  割賦債権 : 0 百万円

M 積立金 : 0 百万円

N 出資金 : 0 百万円

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

経済産業省 (独) 製品評価技術基盤機構



法人名 府省名

○ 受取手形(D)及び売掛金(E)を生じる事由(事業の概要等)及び民業補完の徹底という観点からの見直しの方向性

○ 不良化している債権(L)の早期処分の方向性

○ 既存貸付金・割賦債権等の売却・証券化に向けた検討の方向性

○ 政策目標に比して過大と考えられる金融資産及び見直しの方向性

　該当無し

　受託事業（17年度事業規模：16億円）の実施に伴い、事業完了後に代金を受領するため一時的に計上されるものである。

　該当無し

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

 (独) 製品評価技術基盤機構 経済産業省

　通常の業務活動により発生する売掛金については適正と考えられる。



5.特定事業執行型

支出予算額

官民競争
入札等
（①）

検討

理由

同様の事務事業を
実施している施設

独立行政法人の整理合理化案様式

市
場
化
テ
ス
ト
（

①
）

適用の検討

事務・事業の名称

事務・事業の内容

内容

理由

経済産業省

（試験・教育・研修・指導型）

国からの財政支出額

法人名

受益者特
定（②）

受益者負担金－運
営コスト

見直し案

運営コスト
（内訳、総計）

府省名

一体的に実施する
法人等

製品評価技術基盤機構

受益者特定及び対
価収受の可否

受益者負担金
（算定方法、総

計）

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額

（単位：千円）

他の法人
との一体
的実施
（③）

法人内で
の一体的
実施

理由

一体的実施の可否



（「その他型」の記載を参照されたい。）

官民競争入札等の対象とはしない

同上

見直し案 同上

一体的に実施する
法人等

同上

同上

受益者負担金
（算定方法、総

計）
同上

運営コスト
（内訳、総計）

同上
受益者特
定（②）

受益者特定及び対
価収受の可否

受益者負担金－運
営コスト

官民競争
入札等
（①）

検討

理由

内容

理由

関連する
研究開発
業務を
行ってい
る法人と
の一体的
実施
（④）

一体的に実施する
法人等

内容

理由

-

（情報発信・展示・普及・助言等型）

事務・事業の内容

対19年度当初予算増減額

化学物質管理分野、バイオテクノロジー分野（データベースの整備に関する業務）

支出予算額

対19年度当初予算増減額

国からの財政支出額 8,151百万円の内数

化学物質データベースの整備など化学物質管理法令の実施に不可欠な（国に対する）技術的支援や微生物を中心と
した生物遺伝資源の収集・保存・提供（バイオリソースセンター（ＢＲＣ）事業）については、その一部に情報の
提供という側面もある。

-

実施
（③）

事務・事業の名称

9,056百万円の内数



医療・福祉・検査・審査 製造・生産 共済・保険・労務提供等事業類型

（その他型）

法人内で
の一体的
実施
（③）

同様の事務事業を
実施している施設

同上

一体的実施の可否 同上

官民競争
入札等
（①）

検討 官民競争入札等の対象とはしない

理由

諸外国では国が実施しており、我が国でも独法発足前の２００１年３月までは国自ら実施していた国民
一般を受益者とした業務であることから、また、継続性の確保が不可欠な公共性の高い事業であり、官
民競争入札等に馴染まない。外部委託、外部民間能力の活用については、積極的な対応をしてきたとこ
ろ。

対19年度当初予算増減額 -

事務・事業の内容

生活安全分野：消費生活用製品安全法に基づく製品事故の原因究明その他同法、電気用品安全法など製
品安全関係法令の実施
化学物質管理分野：化学物質データベースの整備など化学物質管理法令（化学物質審査規制法（化審
法）、化学物質排出把握管理促進法（化管法）及び化学兵器禁止法））の実施に不可欠な（国に対す
る）技術的支援
バイオテクノロジー分野：微生物を中心とした生物遺伝資源の収集・保存・提供（バイオリソースセン
ター（ＢＲＣ）事業）
適合性認定分野：工業標準化法及び計量法に基づく事業者の登録等の国の事務の代行

対19年度当初予算増減額 -

国からの財政支出額 8,151百万円の内数 支出予算額 9,056百万円の内数

事務・事業の名称 生活安全分野業務、化学物質管理分野業務、バイオテクノロジー分野業務、適合性認定分野業務

内容 同上

理由 同上

他の法人
との一体
的実施
（③）

内容 同上

理由 同上

ー

事業効果
（事前、
事後）
（⑤）

今後とも、情報開示に支障が生ずることがないように配慮しつつ、利用者のニーズを踏まえ、より広く
一般に利用されるよう利便性の向上等に努めてまいりたい。

ー
公表状況・公表方
法

見直し案

化学物質データベース事業、バイオリソースセンター（ＢＲＣ）事業には、その一部に情報の提供とい
う側面もある。実施状況

見直し案



法人内で
の一体的
実施
（③）

同様の事務事業を
実施している施設

該当無し

一体的実施の可否 該当無し

内容 該当無し

理由 該当無し

見直し案

国民一般を受益者とした法執行事業または対価収受可能性が低い事業であり、事業性がないため、基本
的には国費で賄うべきものである。ただし、既に生活安全分野の講習事業の費用については受講者から
の手数料で、バイオテクノロジー分野の微生物の分譲費用については分譲希望者からの手数料で、適合
性認定分野の認定に係る費用については、校正機関等からの手数料で賄われている。

他の法人
との一体
的実施
（③）

一体的に実施する
法人等

該当無し

内容 該当無し

理由 同種の業務を行い又は同種の能力を有し、一体的実施による効率化が見込まれる法人はない。

受益者特
定（②）

受益者特定及び対
価収受の可否

独法発足前の２００１年３月までは国自ら実施していた国民一般を受益者とした業務であり、また、継
続性の確保が不可欠な公共性の高い事業である。受益者は国民一般であり、対価収受可能性もなく事業
性はない。このため、基本的に国費で賄われている。ただし、生活安全分野の講習事業の費用について
は受講者から、バイオテクノロジー分野の微生物の分譲費用については分譲希望者から、適合性認定分
野の認定に係る費用については、校正機関等から手数料を徴収している。

受益者負担金
（算定方法、総

計）

　生活安全分野の講習事業については、受講者から手数料を徴収しており、国費は充当されていない。
　バイオテクノロジー分野の微生物の分譲費用については分譲希望者から徴収すべき額を定めている。
適合性認定分野の認定に係る費用については、校正機関等から徴収すべき額が政令で定められている。

運営コスト
（内訳、総計）

9,056百万円の内数

受益者負担金－運
営コスト

算定不能



コスト 人員体制

アメリカ
CPSC
( U.S. Consumer Product Safety Commission )
米国消費生活用製品安全委員会

国

消費生活用製品安全法等の法執行、問題があると思われる事故の原因究明、問題があると思われる製品についての市場からの買い上げによ
る安全性のテスト、大きなリスクを及ぼすと判断した製品についての販売・流通等の禁止、企業からのリコールの受付け、悪質な企業に対する
改善措置の実施等のほか、消費者に対する安全な使用方法、危険製品についての情報の提供、事業者あるいは消費者に対する公開セミナー
などを実施している。

78億円
(2006年)

420名(2006年)

ドイツ
BAuA
( Bundesanstalt für Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin )
連邦労働安全･労働医学局

国

ドイツ国内における製品事故情報を収集するシステムの運営、欧州における製品安全情報交換システムの運営、ドイツ国内で改善措置がとら
れた製品の欧州委員会への報告などを実施している。
また、政府が企業に改善措置を実施させるために必要なリスク情報の収集、提供、リスク判断のための資料の収集、提供、モニタリングテストな
どのために収集した製品安全情報の分析や提供、ドイツ政府の安全施策に対する分析、助言、情報提供などを実施している。

240億円
(2006年)

556名(2006年)

アメリカ

OPPT
( Office of Pollution Prevention and Toxics ), EPA( U.S.
Environmental Protection Agency )
米国環境保護庁毒性汚染防止局

国
米国有害物質規制法（TSCA：Toxic Substances Control Act）の法執行を行っており、その実施に必要な化学物質データベースシステム(IRIS)を
整備している。また、化学物質国家プログラム（PCBs、鉛、石綿、ダイオキシン、水銀）、汚染防止法、ボランタリー汚染防止プログラム、高生産
量既存化学物質（ＨＰＶ）プログラム等を実施している。

　 約6億円※

　 (2007年）
※有毒物質の規
制目的の予算額

約350名(2007年)

ＥＵ
ECB
( European Chemicals Bureau )
欧州化学品局

国
「危険な物質の分類、包装、表示に関する理事会指令」等の法令執行の科学的技術的サポートを行っており、その実施に必要な化学物質デー
タベースシステム（ESIS)の整備・評価等の業務を実施している。さらに、化学物質の労働者、消費者、環境に対するリスクに係る評価方法や化
学物質の有害性等の性質を推測するモデルの開発業務等を実施している。

約7億円※

(2006年)
※上部組織である保健・

消費者保護研究所
（IHCP）での予算額

52名(2006年)

アメリカ
ATCC
( American Type Culture Collection )
米国基準菌株保存機関

国からの財政支援を
受けた公的機関

細菌、カビ・キノコ、原生動物、培養細胞等の生物資源の保存、分譲や生物資源の分離・同定・保存法に関する研究を行っており、また、特許寄
託機関としての機能も有している。このほか、研究機関、民間企業等に対して分離同定サービス、培地等資材の販売、教育サービスなどを行っ
ている。

30億円
（1999年） 225名（2001年）

イギリス

CABI
Genetic Resource Collection, ( Center for Agriculture and
Biosciences International )
国際農業生物科学センター遺伝資源保存部

国
植物病原菌、糸状菌、線虫及び酵母の収集、保存、分譲などの業務を実施している。また、国の他の機関が行うバイオテクノロジーに係る研究
プログラムに微生物を提供している。

（－） 95名（2001年）

ドイツ

DSMZ
(Deutche Sammlung von Mikroorganismen und
Zellkuituren)
ドイツ微生物細胞培養収集機関

国からの財政支援を
受けた公的機関

微生物部門では、古細菌、バクテリア、プラスミド、殺菌素、酵母などの菌類の収集、保存、分譲などの業務を実施している。特許寄託機関とし
ての機能も有している。国内外の大学・企業からの依頼に応じて微生物の分類・同定を実施している。

約8億円
（2004年）

84名（2004年）

アメリカ
NVLAP
( National Voluntary Laboratory Accreditation Program )
国家自主試験所認定プログラム

国
省エネルギー、電気通信など１８分野における試験所認定及び校正機関認定を実施している。また、校正機関の認定の国際相互承認取決めに
参加している。

5億円
(2006年）

20名(2007年)

イギリス
UKAS
( United Kingdom Accreditation Service )
英国認定サービス

国からの財政支援を
受けた公的機関

試験所、認証機関及び検査機関に係る適合性認定業務を実施する英国唯一の機関として英国政府に認定されている。また、英国政府を代行
し、欧州指令と英国規制に係る適合性評価機関の評価と推薦を行っている。さらに新たな認定分野の開発、専門家に対する研修とアドバイスも
実施している。

22億円以上
（－）

130名以上（－）

フランス
ｃｏｆｒａｃ
(French Committee for Accreditation)
フランス認定委員会

国からの財政支援を
受けた公的機関

工業製品・サービスの認証等に関する規制法の関連政令に定める要件を満たす認定機関として、経済財政産業省の省令で指定されている。試
験所、校正機関、認証機関等の認定を行っており、認定機関の国際相互承認取決めに参加している。

15億円
（2005年）

70名（2005年）

類似業務諸外国実施状況

生活安全
分野

化学物質
管理分野

事業の概要
規模

公的主体の名称 組織形態

適合性認
定分野

分野名 国名

（注）上記資料は、各機関のWEB SITE情報等を基に作成。機関名称を含め、定訳がなく、仮訳のものあり。コスト欄の金額は当該機関の予算・決算額を表記した。

バイオテク
ノロジー分

野



新菱冷熱工業 177,450千円 0千円 0% 0

池田理化 125,433千円 11,911千円 9% 0

チヨダサイエンス 117,451千円 3,114千円 3% 0

三菱総合研究所 116,290千円 3,780千円 3% 0

インストロンジャパン 103,635千円 5,985千円 6% 0

富士通ビジネス 101,803千円 43,208千円 42% 0

（財）日本ガス機器検査協会 96,506千円 96,506千円 100% 0

エヌイーシーリース 86,637千円 0千円 0% 0

海洋バイオテクノロジー機構 86,348千円 49,349千円 57% 0

富士通ＦＩＰ 81,714千円 72,642千円 89% 0

富士通九州システム 71,914千円 3,269千円 5% 0

（社）日本電気協会 70,905千円 70,905千円 100% 0

春山建設 70,770千円 0千円 0% 0

リコー 68,532千円 11,234千円 16% 0

日本装芸 64,155千円 0千円 0% 0

富士電気Ｅ＆Ｃ 59,325千円 0千円 0% 0

みずほ情報総研 55,871千円 15,971千円 29% 0

セントラル科学貿易 53,970千円 0千円 0% 0

ヤマト科学 53,157千円 1,116千円 2% 0

ムトウ 51,371千円 2,483千円 5% 0

かずさアカデミアパーク 44,670千円 44,670千円 100% 0

富士通 41,030千円 30,213千円 74% 0

アプライドバイオシステムジャパン 38,442千円 38,442千円 100% 0

フィッシャーサイエンティフィック 32,575千円 5,344千円 16% 0

ダイヤリサーチマーテック 28,328千円 3,758千円 13% 0

三菱スペ－ス・ソフト 27,274千円 24,250千円 89% 0

（財）製品安全協会 25,000千円 0千円 0% 0

理経 21,919千円 7,219千円 33% 0

パスコ 21,283千円 21,283千円 100% 0

ユニアデックス 19,091千円 0千円 0% 0

フジテック 18,900千円 0千円 0% 0

博報堂 18,710千円 1,715千円 9% 0

住商エレクトロニクス 18,601千円 18,601千円 100% 0

帝国データバンク 17,734千円 17,734千円 100% 0

三松堂印刷 17,540千円 0千円 0% 0

電通工業 17,325千円 0千円 0% 0

竹田理化工業 16,683千円 1,374千円 8% 0

東京ビジネスサポート 16,083千円 16,083千円 100% 0

新日本製鐵 15,750千円 0千円 0% 0

関連法人以外の契約締結先リスト

当該法人への再就職者（随契
の相手方で同一所管に属する
公益法人に在職している役員
の数）

（％）うち随意契約額契約額名称



ピーツーカンパニー 14,510千円 0千円 0% 0

日本バイオ 13,125千円 13,125千円 100% 0

国華電機 13,125千円 0千円 0% 0

ナックイメージテクノ 12,465千円 12,465千円 100% 0

三菱ＵＦＪリサーチ 12,448千円 1,799千円 14% 0

イー・アンド・イーソリューソンズ 10,500千円 0千円 0% 0

新日本監査法人 10,473千円 10,473千円 100% 0

廣済堂 9,955千円 0千円 0% 0

日本電技 9,870千円 0千円 0% 0

ウィズウィグ 9,688千円 0千円 0% 0

（財）化学物質評価研究機構 9,419千円 9,419千円 100% 0

グローヴァ 8,965千円 0千円 0% 0

安武科学器械 8,599千円 0千円 0% 0

住化テクノサービス 8,400千円 0千円 0% 0

ジャスコ 8,336千円 3,517千円 42% 0

三菱化学安全科学 8,295千円 0千円 0% 0

奄島管財 8,295千円 0千円 0% 0

ザナジェン 8,253千円 8,253千円 100% 0

（財）バイオインダストリー協会 8,190千円 0千円 0% 0

スペクトリス 8,150千円 8,150千円 100% 0

イズ・アソシエイツ 8,115千円 8,115千円 100% 0

シンドラ－エレベ－タ 8,112千円 8,112千円 100% 0

神奈川県産業技術研究所 7,998千円 0千円 0% 0

（財）日本品質保証機構 7,851千円 7,851千円 100% 0

情報数理研究所 7,812千円 0千円 0% 0

ニークシステムテクノ 7,474千円 7,474千円 100% 0

日立電線商事 7,287千円 3,297千円 45% 0

イーエム自交無線協同 7,095千円 7,095千円 100% 0

早坂理工 6,983千円 6,983千円 100% 0

第一企業 6,930千円 0千円 0% 0

コベルコ科研 6,442千円 4,557千円 71% 0

フジタ千葉支店 6,300千円 6,300千円 100% 0

ティーイーエンジニア 6,289千円 6,289千円 100% 0

古川設備工事 6,058千円 0千円 0% 0

徳島大学 6,028千円 2,829千円 47% 0

かずさファシリティ 5,880千円 0千円 0% 0

日本電気 5,785千円 5,785千円 100% 0

（財）建材試験センター 5,300千円 5,300千円 100% 0

エヌ・アイ・サービス 5,178千円 0千円 0% 0

セコム情報システム 5,119千円 3,030千円 59% 0

中部科学機器 5,111千円 2,510千円 49% 0

コスモス　センダイ 5,029千円 0千円 0% 0

三洋貿易 4,868千円 4,868千円 100% 0



千代田ラフト 4,861千円 0千円 0% 0

ロニー 4,811千円 4,811千円 100% 0

大興社 4,410千円 4,410千円 100% 0

歳入徴収官関東地方整備局長 4,376千円 4,376千円 100% 0

（財）千葉県薬剤師会検査センター 4,368千円 0千円 0% 0

サイエンティア 4,305千円 4,305千円 100% 0

昭和土木 4,200千円 4,200千円 100% 0

鎌倉テクノサイエンス 4,200千円 0千円 0% 0

ナカシマプロペラ 4,200千円 0千円 0% 0

テンプスタッフ 4,149千円 4,149千円 100% 0

商工サービス 4,051千円 2,000千円 49% 0

三島設計事務所 4,042千円 0千円 0% 0

三井情報開発 3,990千円 3,990千円 100% 0

アイアンドエイ 3,990千円 0千円 0% 0

トリ設備計画 3,885千円 0千円 0% 0

日本福祉用具評価センター 3,839千円 0千円 0% 1

日立産機システム 3,780千円 3,780千円 100% 0

エヌ・ティ・ティ・データ 3,780千円 3,780千円 100% 0

日立ケーイーシステム 3,775千円 3,775千円 100% 0

山形大学 3,750千円 3,750千円 100% 0

イノウエ商事 3,559千円 0千円 0% 0

パシフィックリプロサ 3,496千円 0千円 0% 0

マトリックスサイエン 3,465千円 3,465千円 100% 0

島津サイエンス 3,431千円 0千円 0% 0

理科研 3,412千円 0千円 0% 0

日本翻訳センター 3,386千円 0千円 0% 0

（財）日本塗料検査協会 3,380千円 0千円 0% 0

高橋設備 3,181千円 0千円 0% 0

（財）日本燃焼機器検査協会 3,115千円 3,115千円 100% 0

シーエスケイ 3,076千円 3,076千円 100% 0

若越印刷 2,926千円 0千円 0% 0

大気社 2,782千円 2,782千円 100% 0

創建サービス 2,730千円 0千円 0% 0

春日 2,664千円 0千円 0% 0

センチュリ－ 2,612千円 2,612千円 100% 0

ブルガリア大学 2,603千円 2,603千円 100% 0

三洋コマーシャルサービス 2,572千円 2,572千円 100% 0

リガク 2,499千円 2,499千円 100% 0

（財）関東電気保安協会 2,341千円 2,341千円 100% 0

ミナモト通信 2,257千円 0千円 0% 0

かずさ綜合企画 2,257千円 0千円 0% 0

ベネフィット・ワン 2,193千円 2,193千円 100% 0

大橋商店 2,119千円 0千円 0% 0



ＫＰＭＧ税理士法人 2,100千円 2,100千円 100% 0

城東ガス 2,016千円 0千円 0% 0

大川印刷 2,005千円 2,005千円 100% 0

太陽計測 1,995千円 1,995千円 100% 0

カトーテック 1,989千円 1,989千円 100% 0

名取印刷工業 1,987千円 1,987千円 100% 0

インターグループ 1,987千円 1,987千円 100% 0

エアクレーレン 1,982千円 0千円 0% 0

ジェイ・ケイ・エル 1,963千円 1,963千円 100% 0

オフィスアイリス 1,956千円 1,956千円 100% 0

（財）日本システム開発研究 1,903千円 1,903千円 100% 0

ベルリッツ・ジャパン 1,896千円 1,896千円 100% 0

富士ゼロックス 1,890千円 1,890千円 100% 0

日本光電関西 1,890千円 1,890千円 100% 0

東亜ディーケーケー 1,890千円 1,890千円 100% 0

盛総合設計 1,890千円 1,890千円 100% 0

べリングポイント 1,890千円 1,890千円 100% 0

広建設計 1,890千円 1,890千円 100% 0

セイミ 1,877千円 1,877千円 100% 0

デュオシステムズ 1,871千円 1,871千円 100% 0

原田デザイン事務所 1,837千円 1,837千円 100% 0

インフォコム株式会社 1,837千円 1,837千円 100% 0

東日観光 1,827千円 1,827千円 100% 0

アズマ 1,811千円 1,811千円 100% 0

ジョンソンコントロー 1,797千円 1,797千円 100% 0

フロンティア 1,777千円 1,777千円 100% 0

石川印刷 1,757千円 1,757千円 100% 0

ナカショウ 1,753千円 1,753千円 100% 0

アイ・アールジャパン 1,701千円 1,701千円 100% 0

プロスパーク 1,674千円 1,674千円 100% 0

メディカルシステムコ 1,672千円 1,672千円 100% 0

サムネク 1,655千円 1,655千円 100% 0

エイコウ商事 1,612千円 1,612千円 100% 0

（財）電気安全環境研究所 1,586千円 1,586千円 100% 0

ＩＴスクエア 1,554千円 0千円 0% 0

ユニークアイディ 1,522千円 1,522千円 100% 0

成瀬設計 1,510千円 1,510千円 100% 0

（財）日本建築総合試験所 1,444千円 0千円 0% 0

（財）日本繊維製品品質技術センター 1,442千円 0千円 0% 0

ヒューマンリソシア 1,409千円 1,409千円 100% 0

第一防災 1,399千円 1,399千円 100% 0

第一ビルディング 1,391千円 1,391千円 100% 0

アクシオヘリックス 1,360千円 1,360千円 100% 0



ヤマト運輸 1,319千円 1,319千円 100% 0

サーモエレクトロン 1,317千円 1,317千円 100% 0

ホンヤク社 1,315千円 1,315千円 100% 0

（財）労働衛生協会 1,260千円 1,260千円 100% 0

ミツエーリンクス 1,260千円 1,260千円 100% 0

新晃アトモス 1,256千円 1,256千円 100% 0

横河アナリティカル 1,221千円 1,221千円 100% 0

日立計測器サービス 1,166千円 1,166千円 100% 0

スリーアイパブリケー 1,148千円 1,148千円 100% 0

守谷商会 1,128千円 1,128千円 100% 0

シバタインテツク 1,096千円 1,096千円 100% 0

ぷらん・にじゅういち 1,071千円 1,071千円 100% 0

大塚商会 1,014千円 1,014千円 100% 0

文祥堂 901千円 901千円 100% 0


